生物多様性保全を企図した環境政策の評価プロセスにおける地域住民の意識についての考察 by 本田 裕子
生物多様性保全を企図した環境政策の評価プロセス
における地域住民の意識についての考察
著者 本田 裕子
雑誌名 地域政策研究
巻 19
号 1
ページ 67-78
発行年 2016-08-31
URL http://id.nii.ac.jp/1496/00000022/
－ 67 －
『地域政策研究』（高崎経済大学地域政策学会）　第 19 巻　第１号　2016年８月　67頁～ 78頁
生物多様性保全を企図した環境政策の評価プロセス
における地域住民の意識についての考察
本　田　裕　子
A Study on Local People Consciousness about Evaluation Process 
of Environmental Policies planned for Biodiversity Conservation
Yuko HONDA
要　旨
　本研究は、生物多様性保全において展開されている環境政策に関して、野生復帰事業に焦点を
あて、地域住民の意識の反映について考察を試みたものである。事例として、兵庫県豊岡市で実
施されているコウノトリの野生復帰事業を取り上げ、環境政策としてこれまでどのような変遷を
たどってきたかを整理し、続いて地域住民の意識を把握するアンケート調査に着目した。地域住
民、中でも農業者の役割は非常に重要であるが、野生復帰事業が長期にわたることを考慮すれば、
市民全体からの理解・協力は欠かせないことになる。そのため、どのような方法で住民意識を政
策に反映していくのかについては、アンケート調査を実施し、それをどのように反映させるのか
を検討した。その考察の中で、住民意識を反映させた事業評価の流れを明示したモデル図を試作
した。そしてそのモデル図から、豊岡市における野生復帰事業の事業評価を目指した具体的な評
価項目の検討を行った。
　キーワード：環境政策、野生復帰事業、住民意識、コウノトリ、兵庫県豊岡市
Summary
　　This study focused on the reintroduction projects of the environmental policies for 
biodiversity conservation and attempted to discuss how local people consciousness was reﬂ ected 
by the projects. The study took a look at the reintroduction project of Oriental White Storks 
launched in Toyooka City, Hyogo Prefecture, clariﬁ ed the changes in the environmental policies, 
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and examined the questionnaire survey about local people consciousness. While farmers, among 
local people, play a very important role in the project, understanding and cooperation of the 
general population are necessary for the lengthy campaign of the reintroduction project. For this 
reason, the author carried out a questionnaire survey to see how to reflect local people 
consciousness in the policies, and tried to prepare a model  clarifying the flow of the project 
evaluation from the viewpoint of local people to examine speciﬁ c criteria for evaluation of the 
reintroduction project in Toyooka City.
　Keywords:  environmental policies, reintroduction project, Oriental White Stork, Toyooka City 
in Hyogo Prefecture
Ⅰ．はじめに
　2015年IUCNレッドリストによると、世界における絶滅危惧種は22,784種であり、増加傾向に
ある。絶滅危惧種への対策としては、生息数を減少させている原因、例えば生息地の破壊や乱獲、
外来種などを取り除くことが必要である。しかし個体数の減少が著しく、それらの原因を取り除
くだけでは絶滅を防げないと予想される場合、対象種を飼育下において保護するということが緊
急手段として選択される。飼育下におく保護には、対象種の個体数を増やすという「増殖」を経
て、野生に帰す「再導入」がプロセスとして存在する。再導入とは、希少性の高い絶滅危惧種を
対象にした野生生物保護の手段のひとつであり、文化財保護あるいは保全生態学の観点から一定
の意義があるとされている（内藤ら2011）。再導入を含めた野生復帰事業には、飼育下で増殖さ
せた対象種を野外に放すだけではなく、野外への定着を図っていくことも含まれる。それには対
象種が再導入される地域の住民の理解と協力が欠かせないことになる。
　日本で最初に行われた野生復帰事業は、2005年９月から実施されている兵庫県豊岡市のコウ
ノトリの事例である。2016年５月現在国内には約80羽のコウノトリが野外で生息し、その半数
近くが豊岡市内に生息している。コウノトリそのものを豊岡市以外の他地域で放鳥する計画も現
在各地で進んでいる。千葉県野田市は、コウノトリを自然再生のシンボルと位置づけ、飼育コウ
ノトリの事例を譲り受け、繁殖させることを通じて、2015年７月に３羽のコウノトリを放鳥さ
せた。同様に福井県越前市も2015年10月に２羽のコウノトリが放鳥された。
　豊岡市内を中心にコウノトリが一定数生息しているとはいえ、依然としてその生息数は少ない
状態といえる。2011年８月に兵庫県教育委員会と県立コウノトリの郷公園が策定した「コウノ
トリ野生復帰グランドデザイン」では、コウノトリが普通種になることを野生復帰事業の最終目
標としている。したがって、野田市や越前市の他にもコウノトリの野生復帰事業を検討している
ことは、コウノトリの生息数の増加やコウノトリの生息できる環境整備が進むということが期待
生物多様性保全を企図した環境政策の評価プロセスにおける地域住民の意識についての考察
－ 69 －
できる好ましい潮流といえる。
　野生復帰事業は、野生生物保護政策に関連づけられる環境政策の一つである。いわゆる環境政
策とは、地球温暖化や越境大気汚染などのグローバルな課題から、廃棄物処理や公園緑化といっ
たローカルな課題まで幅広く扱うものである。現在の日本の環境政策は、2007年の「21世紀環
境立国戦略」の中に低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の統合による持続可能な社会を目指
すことがうたわれたことが起点となって形成されている。また2010年の生物多様性条約第10回
締約国会議で採択された「戦略計画2011－2020」でも、2050年までに目指すべき長期目標と
して「自然と共生する世界」が掲げられている。これらのように「自然との共生」は、日本の環
境政策の柱の１つであり、また、アジア的自然観にとどまらない世界的な広がりが認められてい
る（武内・奥田2014）。
　倉阪（2014）によれば、環境問題の解決という観点から「どのような『制度』が必要かを検
討し、現状の『制度』をどのような政策を用いてどのように変えていくことが合理的かを明らか
にすることが課題」（倉阪2014：7）であるとしていることから、環境政策の遂行に際しては政
策自体の有用性の観点と更新の必要性の観点の両面から、それを検討し続けることが必要となる
ことは明らかである。
　また、環境政策を実質的な効果のあるものとするためには、「市民、環境NGO、産業界、環境
省などの政府機関、国会議員、科学者コミュニティなどが環境政策コミュニティやネットワーク
を構築することが重要」（森2014：276）であって、それゆえ環境政策をとりまくさまざまなス
テークホルダーのそれぞれの意向は、政策の立案と遂行・修正の各時点において、非常に重要な
検討項目となり得る。
　以上で述べた環境政策としての観点を踏まえて、本研究では環境政策の中でも野生復帰事業に
注目する。そして具体的には兵庫県豊岡市で展開されているコウノトリの野生復帰事業を事例と
して取り上げ、環境政策としての「コウノトリとの共生」がこれまでどのような変遷をたどって
いるのかの概況を整理し、野生復帰事業の進展のプロセスにおける地域住民の意識に着目し、環
境政策への反映の在り方を検討する試みを行う。
Ⅱ．環境政策としてのコウノトリの野生復帰事業
　野生復帰事業は、希少種保護という範疇を越えて、広く生物多様性保全の枠組みの中で捉えら
れる。野生復帰の対象種となる希少種は、食物連鎖の上位にある種が対象となりやすいが、それ
は単にそれらの種が絶滅のおそれがあるから守るということではなく、その種の生息環境にあた
る生態系全体を守るべきである、という文脈で捉えられている。したがって野生復帰事業では、
対象となる種の保護のみに特化することなく、生態系全体の保全活動が展開されている。本研究
が取り上げるコウノトリも、水田を含めた里山生態系の上位に位置づけられることから、コウノ
本　田　裕　子
－ 70 －
トリを守ることでコウノトリの生息する里山環境を全面的に保全する、という意識づけが野生復
帰事業の中でなされている。
（１）豊岡市の概要
　豊岡市は兵庫県北部の日本海側に位置する（図１）。人口は84,313人である（2016年４月30
日時点の住民基本台帳）。2000年以降は人口減少が特に進んでいる（図２）。地場産業としては、
かばん生産があり、市内に関連企業が集まった鞄団地がある。また、城崎温泉や出石といった有
名な観光地も市内にある。農業は、耕地面積5,010haのうち水稲作付面積は2,960haである（2015
年面積調査および作況調査より）。
（２）豊岡市の目指すまちづくり：「コウノトリとの共生」
　豊岡市は1971年のコウノトリの野生下絶滅にあたり、最後の生息地であり、昭和30年代以降
から兵庫県知事を筆頭にコウノトリ保護運動が展開された。1971年に野生下絶滅して以降、飼
育下の繁殖は長年成功しなかったが、1989年に繁殖に成功して以降、飼育数も順調に増加した。
　コウノトリの野生復帰計画が始まり、コウノトリ将来構想調査委員会が発足したのは1992年
であり、翌1993年には飼育下のコウノトリを野生復帰させる方向性が決まった。野生復帰の拠
点として、市内の祥雲寺地区に県立コウノトリの郷公園が1999年に開園した。コウノトリの郷
公園は、コウノトリを飼育するとともに野生復帰に向けた研究施設および環境教育・普及啓発の
場としての役割を担っている。
　コウノトリの野生復帰事業の実施主体、すなわち、コウノトリを飼育し、野生復帰計画を立て
ているのは兵庫県であり、豊岡市は主に普及啓発部分を担当し、「コウノトリとの共生」を市の
施策に組み込み、展開してきた。
図１　豊岡市の位置
注：豊岡市提供
図２　豊岡市の人口の推移
注：国勢調査より作成
人
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　コウノトリは特別天然記念物であり、管轄は文化庁であり、自治体レベルでは教育委員会の担
当となる。しかし、豊岡市では、「コウノトリとの共生」を推進することに特化した部署として、
2002年から企画部内にコウノトリ共生推進課を設置し、「コウノトリとの共生」をまちづくりの
柱にすることを明確化した。例えば「豊岡市総合計画」を策定し、目指す都市像を「コウノトリ
悠然と舞い、笑顔あふれる　ふるさと・豊岡」とし、総合計画に基づいて「コウノトリ共に生き
るまちづくりのための環境基本条例」や「豊岡市環境基本計画」を策定した。2004年には、「環
境と経済の共鳴」の推進をまちづくりの方針に掲げ、「豊岡市環境経済戦略」を策定した。2005
年４月には１市５町が合併し、豊岡市は市域を拡大させた。旧豊岡市が進めてきた「コウノトリ
との共生」もより広範囲の地域が対象となった。2006年からは農林水産部がコウノトリ共生部
と改称され、その１つのセクションとしてコウノトリ共生課が設置された。同年には新たに「豊
岡市総合計画」が策定され、「コウノトリ悠然と舞う　ふるさと」の実現に向け、「安全と安心を
築く」「地域経済を元気にする」「人と文化を育てる」の３つのテーマが掲げられた。2011年には、
政策調整部内に「エコバレー推進室」が設置され、環境経済型企業の誘致促進や企業の環境経済
事業の認定などを展開している。
　このように豊岡市の施策としての「コウノトリとの共生」は、コウノトリだけに特化するので
はなく、他産業との関連も意識したまちづくりへと変遷を続けている。次節では、その１つとし
て、農業を例に野生復帰事業がどのように進められてきているのかを述べたい。
（３）農業分野における野生復帰事業の推進
　そもそもコウノトリはとりわけ農業との関わりが深い。コウノトリは1971年に兵庫県豊岡市
を最後の生息地に野生下絶滅となるが、その原因には、ほ場整備や農薬使用といった戦後以降の
農業環境の変化が挙げられる。またコウノトリは田植え直後の苗を踏み倒してしまうことから、
農業者に害鳥視されていた経緯がある。
　コウノトリの野生復帰に向けては、農業者の役割は非常に重要である。コウノトリは飼育下で
はあるが１日約500gの餌量が必要であり、生息には餌生物が豊富な環境であることが求められ
る。したがって、コウノトリの生息環境として水田の生物多様性を高める必要がある。
　水田でのコウノトリの餌場確保を図るために取り組まれている「コウノトリ育む農法」は、水
管理と無農薬／減農薬栽培により、水田の生き物を増やすことを目的としたものであるが（西村
2007）、農業者への「コウノトリとの共生」による利益還元を図ることも念頭に置いている。JA
たじまによると2015年度では、無農薬で333円/kg、減農薬で257円/kgの買い取り価格である。
ちなみに慣行栽培では200円/kgである。他にも冬期湛水には8000円/10aといった行政による補
助金もある。「コウノトリ育む農法」の栽培面積の経過は図３にまとめた。全体としては増加傾
向であるが、現時点の数字では市内の水田面積の約１割であり、特に無農薬栽培では草管理が難
しく、収量減のため伸び悩んだ時期もある。
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　2012年３月に「豊岡市農業振興戦略」が策定され、コウノトリとの共生を目指す環境創造型
農業の推進として、市内の水稲作付面積を10年後に51%にすることを目標としている。環境創
造型農業とは、農薬50%以上、化学肥料50%を減らす農業を指し、「コウノトリ育む農法」が柱
として位置づけられている。2011年時点で水稲作付面積の32%であり、したがって、「コウノト
リ育む農法」に参加してもらうことが今後も必要となる。
Ⅲ．野生復帰事業に対するフィードバックの確保
－アンケート調査手法の検討
　環境政策を含めたあらゆる政策において、その立案・評価段階において住民意識を把握するこ
とは重要である。野生復帰事業において、対象種が住民の生活空間の中に放される際には、地域
住民の理解と協力を得ることが必要となる。野生復帰事業の実施に際して対象地域の住民から同
意を得ることや、住民がどのような影響を受けるのかを把握することの必要性については、
IUCN／ SSC（国際自然保護連合／種の保存委員会）が1995年に作成した野生復帰（再導入）に
関するガイドラインで指摘されている。
　Ⅰで述べたように、日本において野生復帰事業は、今後各地で実施されていくことが予想され
る。それは、野生復帰事業が単に希少種保護政策の範疇にとどまらず、生物多様性保全政策や地
域振興政策にも波及している、環境政策としては稀にみる存在であるからである。人間と野生生
物との距離が近く、人間の生活空間で野生復帰が実施されることが多い日本においては、野生復
帰事業が実施される地域の住民が、野生復帰事業および野生復帰される生物をどのように認識し
ているかを把握することが必要となる。
図３　「コウノトリ育む農法」栽培面積（市内）
注：豊岡市資料より作成
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（１）野生復帰事業が進展する各時点での住民意識調査
　筆者はこれまで野生復帰事業における住民意識を把握するために、地域住民を対象にしたアン
ケート調査を実施してきた。コウノトリの事例では、豊岡市では最初の放鳥以降の2006年・
2011年・2015年に定点的に実施している。それぞれのアンケート調査の概要は表１にまとめた。
表１　アンケート調査の実施概要
実施時期 2006年１月 2011年１月 2015年11月
母 集 団 豊岡市民
対 象 者 20歳代～ 70歳代の男女1,000人
抽出方法 住民基本台帳から無作為抽出
実施方法 郵送方式
回 収 率 59.4% 56.9% 54.0%
（２）調査から導き出される住民意識
　環境政策を成功に導くためには当該政策を支持し、その目的に協力する人々が増加することが
求められる。特にコウノトリの野生復帰事業では、コウノトリが放鳥され、生息する現場の地域
住民とコウノトリとの良好な関係を築いていくことが重要である。そこで、コウノトリをめぐり、
豊岡市民がどのような意識を把持しているのかを捉えていくことは政策の決定や見直しに際し、
重要な視点である。以下、2015年のアンケート調査結果から「野生復帰事業の賛否・参加意思」
を例に取り上げ、どのように政策に反映させていくのかを考える。
　野生復帰事業の賛否は図４、賛成・どちらともいえない・反対の理由は図５・６・７に結果を
まとめた。賛否については、賛成において「おおいに賛成」が最も多く、「どちらかといえば賛成」
が続く。「どちらともいえない」が一定数存在し、「どちらかといえば反対」や「おおいに反対」
は少数であることがわかる。賛成理由については、「豊岡市の活性化になるから」が最も多く、「環
境にとっていいことだから」や「もともと野生の鳥だから」が続く。「どちらともいえない」の
理由では、「自分の生活に関係があるのかわからない」や「賛成・反対の気持ちを両方感じている」
が多く選ばれている。「反対」の理由では、「税金の無駄／他の施策に税金をまわすべき」が最も
多く選ばれていた。
　参加意思とは、「コウノトリの野生復帰が成功するためにあなたは何かしようと思いますか」
という質問項目の回答についてである。「意思あり」が約６割であるが（図８）、野生復帰事業の
賛成が約８割なのに比較とするとその割合は少ないといえる。
　本研究では、アンケート結果の一部を報告したにすぎないが１）、野生復帰事業の賛否や野生復
帰事業成功のための活動への参加意思を例に、住民意識を取り上げた。全体的に多くの回答者は
野生復帰事業に賛成を示しているが、一定程度「どちらともいえない」や少数であるが「反対」
が存在する。また、野生復帰事業に賛成であっても、自分自身が何かする意思は比較すると低く
なる。このような住民意識をどのように環境政策へ反映すればよいのか、次節で検討したい。
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図４　野生復帰事業の賛否
（N=535）
図５　「賛成」理由【複数回答】
（N=413）
図８　野生復帰成功のために何かする意思の有無
（N=531）
図７　「反対」理由【複数回答】
（N=22）
図６　「どちらともいえない」理由【複数回答】
（N=95）
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（３）住民意識の環境政策への反映
　筆者がこれまで実施してきた2006年、2011年、2015年のアンケート調査は、住民基本台帳
の提供などといった行政サイドとしての豊岡市の協力が欠かせず、豊岡市コウノトリ共生課の協
力を得て実施してきたものである。これらのアンケート調査を集計した結果については、直接コ
ウノトリ共生課を訪問し、報告してきている。
　また豊岡市では、市内で研究活動を行う学生を支援する「コウノトリ野生復帰学術研究奨励補
助制度」を平成16年度から27年度まで実施してきた。筆者は平成16年度・17年度・18年度に
おいて、この補助制度を利用した関係から、年度末もしくは年度明けに実施される成果報告会で、
これらの住民意識の調査結果を報告してきた。報告会では、担当課であるコウノトリ共生課はも
ちろんのこと、報告会に参加した豊岡市民や他課の職員とも調査結果の共有を図ることができた。
　特に2015年実施のアンケート調査は、最初の放鳥から10年目を迎える節目であり、担当課職
員の関心も高く、成果報告会とは別に、豊岡市の依頼を受けて課員全員への報告検討会を2016
年３月に行った。その検討会においては、直接的にコウノトリと利害関係をもたない非農業者の
市民をどのように巻き込んでいくのかについての検討も行い、広報やイベントを通じて、自分の
生活とコウノトリがどのように関わっているのかを伝えていくことの必要性や、環境教育の対象
をこどもだけではなく、大人をも対象にする可能性の議論も行った。
　豊岡市は、コウノトリ共生課という「コウノトリとの共生」を推進する部署があることで、住
民意識およびその推移や変遷について非常に高い関心を持っており、そのため市民を対象にした
アンケート調査によって、「コウノトリとの共生」の推進を展開する際の政策上の課題を提起す
ることができたといえる。
Ⅳ．考　察
　本研究では、兵庫県豊岡市で実施されているコウノトリの野生復帰事業を例に取り上げ、環境
政策における地域住民の意識に着目し、それを環境政策に関連させることについて、いくつかの
検討を行ってきた。豊岡市それ自体は野生復帰事業そのものの中心的な役割ではないが、社会環
境整備の一環である「普及啓発」の役割を担うことで、まちづくりの柱に「コウノトリとの共生」
を位置づけることができた。また、単にコウノトリの保護という志向性にとどまるのではなく、
地域経済を活発化するといった側面にも着目するなど、コウノトリを地域資源として位置づける
ようになっている。事実、コウノトリの野生復帰が、年間約10億円の経済効果を豊岡市に与え
たとの試算もある（大沼・山本2009）。したがって野生復帰事業は、環境政策という枠組みを越
えて、地域活性化をも実現させるものとなっているのである。
　しかし、課題や問題点もある。例えば「コウノトリ育む農法」の栽培面積は増加傾向にあるが、
依然として全体からみた面積は少ないため、今後もますます拡大していくことが求められる。ま
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た市民全体の意識としては、野生復帰事業への賛成の割合は多くなっていても、自分が何かする
という割合については低下傾向にある。そして野生復帰事業への賛否について、「どちらともい
えない」「反対」の理由としては、「自分の生活に関係があるかわからない」「税金の無駄」といっ
た回答が多く挙げられている。もちろんたとえどのような政策や事業に対して関係する全員が賛
成するということは非現実的な希望であり、当然ながら一定数の反対意見や批判的意見もある。
しかし、コウノトリの野生復帰事業が単なるコウノトリ保護だけではなく、地域活性化を実現さ
せていることは事実であり、そうであるにも関わらずそのような情報を含んだメッセージが市民
に十分に届けられていないという可能性もある。また、ある特定の時点の評価を行うだけではな
く、継続的に住民意識の把握をしていくことも必要である。特に野生復帰事業は、対象種が、絶
滅危惧種のような希少種である状態を脱し、いずれ普通種となることを究極的な目標としている
ように、長期間にわたる事業となる特徴を有する。そのため、一時的に住民から高評価を受けて
も、そのような状態が継続していかなければ、住民の理解と協力が得られにくくなってしまうこ
とにつながり、野生復帰事業そのものが委縮し縮小してしまう可能性も孕んでいる。
　ところでさまざまな事業が行われている中で、それらの事業を評価する際に、「PDCAサイクル」
を導入することがよく耳目に上がる。これは、事業を進める際には、計画（Plan）、実行（Do）、
評価（Check）、見直し（Act）を行うというサイクルのことである。このPDCAはごく一般的な
フレームであるが、多田（2012）は、地域ブランド戦略を検討する際にはこの「PDCAサイクル」
ではなく、「CAPDサイクル」というものを提唱している。内容は、まずは現状を評価し、見直し、
計画を立て、実行するという手順であり、やみくもに計画するのではなく、現状を評価すること
を冒頭に置くことの重要性を指摘したものである。
　野生復帰事業も同様に、住民意識を評価に反映させることが重要である。そして評価（Check）
の段階だけではなく、各段階で常に住民意識を把握していくことも必要である。そこで、多田
（2012）の提示したフレームをふまえて、野生復帰事業の進展と住民意識の反映の一般的モデル
を、図９のとおり示した。
　住民意識の経年変化を見るために、追跡的に調査を重ねていくことによって、数年の間隔で
CAPDサイクルを通じた野生復帰事業としての環境政策への住民からのフィードバックを確保す
ることが可能となる。この繰り返しによって、政策を当初計画に固定させるのではなく、まさし
く動態的な政策としてあり続けていくことができるのが、図9に示したモデルである。
　この理念的なモデルを、豊岡市におけるコウノトリの野生復帰事業の進展に際し、住民意識の
何が反映されるべきかについて、具体的な検討を行ったものが、図10となる。アンケート調査
の実施に際しては、質問項目を検討・精査し、CAPDサイクルのあらゆる段階において住民意識
を考慮するための情報を得るという配慮を行うことが重要となる。
　環境政策は、住民の生活に、政策から生じるさまざまな利害関係を含めて影響を与えるものと
なるため、住民意識やその推移を事業評価に活かし、さらには環境政策へのフィードバックを確
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保していくためには、事業評価のある特定の段階に限らず、すべての段階で住民意識の動向を把
握し、十分に検討していかなければならない。例えばパブリックコメントは、政策決定の前の段
階という、ある特定の段階に限られた政策への住民意識の反映手法である。豊岡市のように、研
究者による調査結果の活用を行っていく工夫もあれば、行政自らが日々の業務を通じて地域住民
へのヒアリング等を行ってその動向を把握するように努め、もしくはイベントや講演会などと
いった場面を活用することで、継続的に住民の意識を把握することは可能である。もちろんこれ
らの方法では、幅広い地域住民の意識を網羅的に把握することには一定の限界がある。したがっ
て、政策評価のプロセスにおいて、行政と地域住民の双方向のコミュニケーションには具体的に
どのような方法が適しているのか、そして住民意識を政策過程にフィードバックするための手法
としてアンケート調査というものがどれだけ効果があるのかについては、今後、豊岡市以外の自
治体の事例も精査し、今後の課題として検討していきたい。
（ほんだ　ゆうこ・高崎経済大学地域政策学部非常勤講師／大正大学人間学部准教授）
注
１）2015年に実施したアンケート調査結果は、既報告（本田2016）を参照のこと。
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